
令和5年度（決算）

１．基礎情報

01

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） □ ウ（地域経済発展）

□  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

・7月　福祉避難所開設訓練
・8月　災害対策本部設置図上訓練
・12月　ペット同行避難訓練

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

毎年度、状況に応じて実施していく。

R5  避難所開設訓練
    災害対策本部設置図上訓練
    ペット同行避難訓練の実施

　避難所開設訓練や総合防災訓練、図上訓練の実施
目標回数である計4回の達成に向けて、庁内や自主防
災組織等の関係する組織との調整を行い、訓練を実
施していく。

事
業
概
要

(

今
年
度

)
　避難所開設訓練は、福祉避難所での避難者受入れ及び福
祉避難所協力施設での福祉避難所開設訓練を市職員及び社
会福祉施設職員で図上訓練を実施し、災害時での福祉避難
所開設等を職員や社会福祉施設などの関係機関と連携を
図った。
　災害対策本部設置図上訓練は、防災システムを導入した
新たな災害対策本部のあり方の検証や、本部長を筆頭に各
対策部、班の事案への対処等の図上訓練を実施し、災害対
応力の向上を図った。
　ペット同行避難訓練は、ペット同行避難の実践のため実
際にペットと飼育者が避難してもらい、同行避難時の対応
について実施し、各自主防災組織の参加により、ペット同
行避難の地域啓発を行った。

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

一般会計

街づくり分科会Α

1危機管理の徹底 (1)シミュレーションの徹底

1危機管理の徹底 (2)減災の推進
総合
戦略

大東市地域防災計画

事業名 防災訓練事業

所属 危機管理室（部） 危機管理室

条例
要件

検討
内容

公民連携にそぐわないため導入不可。

分類 Ⅰ類事業

08 消防費

消防費01

04 災害対策費

100 防災訓練事業



３．事業費等

1.30

0.05

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

報償費

区分
令和3年度

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

18

5 42
119 119

7

124 186

124 186

0.15

1.00 3,676 0.60

4,296 11,265

1,136

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

人
件
費

内
訳

504 699 177
650 78 748

2,287
0.05 96 100

10,240
1.00
1.00 7,952

出典

「災害等に対して安全・安心なまち」
に対する市民満足度

第2期大東市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略

令和2年度 令和7年度

市民アンケート
24.7％ 54％

16,808 4,420 11,451

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
回

目標 1

区分
目標年次

単位指標名

避難所開設訓練の実施回
数

回
目標 1 1

指
標
①

活動

総合防災訓練を行った回数

1 2

2 実績 0 2 2

指標の定義

総合防災訓練の実施回数
1

1 実績 1 0

指標の定義

0

避難所開設訓練を行った回数

自主防災組織の総合防災
訓練参加割合

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
　防災システムの導入や民間企業の参画、初のペット同行避難訓練など、様々な実践的訓練を
行うことができた。より多くの市民や企業の参加や、訓練の継続による防災対応力の定着が求
められ、また、能登半島地震で浮彫となった課題も踏まえて、令和6年度も引き続き公民連携も
含めた防災訓練を実施し、市の防災対応力の向上を図る。

100

100 実績 100 0 0
指
標
③

成果
令和5年度

％
目標 100 100

自主防災組織が総合防災訓練に参加する割合

指
標
②

活動
令和5年度

16,808

4,026

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a















































令和5年度（決算）

１．基礎情報

01

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） ■ ウ（地域経済発展）

■  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

・4～8月　 測量・境界確定業務
・6～11月　登記関連業務
　　　　　（合筆・地目変更・地積更生など）
・6～2月　 市民サービス部会

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

・設計期間　約2年
・工事期間　約3～4年

　令和3年9月策定の庁舎整備基本構想に加え、幸せ
デザイン大東や令和4年3月策定のDX推進基本計画の
内容も踏まえ、将来変化に対応できる庁舎の整備に
早急に取り組む。

事
業
概
要

(

今
年
度

)
　庁舎整備事業に必要となる庁舎敷地の境界確定・登記業
務を行うとともに、DXの進展等を踏まえた執務室面積等の
精査や近年の物価高騰を踏まえた整備事業費の更新を実
施。
　合わせて、新庁舎に設置を予定している総合窓口につい
て検討を進める市民サービス部会を庁内横断で設置をし、
ワンストップ総合窓口の在り方について一定の整理を行っ
た。

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

一般会計

街づくり分科会Α

1危機管理の徹底 (3)災害時における安心の確保

総合
戦略

大東市庁舎整備基本構想

事業名 新庁舎整備推進事業

所属 政策推進部 行政サービス向上室

条例
要件

検討
内容

民間のノウハウ活用によるコストの低減や付加価値の創造などについて

可能性を検討中

分類 Ⅰ類事業

02 総務費

総務管理費01

02 企画費

105 新庁舎整備推進事業



３．事業費等

2.50

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

報償費

区分
令和3年度

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

13,880 6,157 9,687

7 1

13,880 6,164 9,688

3,100 6,164 9,688

10,780

3.00

24,291 21,131

22,722

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

人
件
費

内
訳

1,300 1,569 1,438

19,6932.00 15,904

出典

「災害等に対して安全・安心なまち」
に対する市民満足度

第2期大東市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略

令和2年度 令和7年度

市民アンケート
24.7％ 54％

31,084 30,455 30,819

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和10年度
％

目標 -

区分
目標年次

単位指標名

災害拠点としての安心感
を備えた庁舎機能の整備

％
目標 30.6 36.4

指
標
①

活動

市民アンケートで「災害等に対して安全・安心なまち」に対し、「満足」「やや満足」と回答した
人の割合

- 5

100 実績 - - 2

指標の定義

「災害等に対して安全・
安心なまち」に対する市

民満足度

42.3

54 実績 35.6 36.1

指標の定義

39.3

業務の進捗割合

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
　設計業務の実施に際し必要となる測量・境界確定業務について予定通り完了することができ
た。
　また、新庁舎に設置を予定している総合窓口についても、市民サービス部会での検討を進め
一定の整理を行うことができた。今後は、設計業務の実施に向け、引き続き、本庁舎への機能
統合や整備規模等について、関係部署と協議を行っていく。

実績
指
標
③

目標

指
標
②

成果
令和7年度

17,204

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a











令和5年度（決算）

１．基礎情報

01

２．内容

□  ア（複数課題解決） □ イ（地域価値向上） □ ウ（地域経済発展）

□  エ（公的負担軽減） □ オ（自立的・持続可能）

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

今
年
度

)

R5.10　　コールセンター設置
R5.11末　公金受取口座への振込（当初分）
R6.2　　 公金受取口座への振込（追加分）
R6.3以降 商品券の発送（R6.6末まで）

公
民
連
携
の
視
点

事
業
概
要

(

全
体

)

ス
ケ
ジ
�
�

ル

(

全
体

)

R5.10　　コールセンター設置
R5.11末　公金受取口座への振込（当初分）
R6.2　　 公金受取口座への振込（追加分）
R6.3以降 商品券の発送（R6.6末まで）

　物価高騰対策として、消費の下支えをするべく、
全市民に対し、給付を実施する。
　公金受取口座を登録している方に対しては、当該
口座に5,000円（当初分：3,000円、追加分：2,000
円）の給付を行い、それ以外の方に対しては、5,000
円相当（当初分・追加分あわせて）の商品券の交付
を行う。 事

業
概
要

(

今
年
度

)
・現金給付及び商品券交付
・コールセンター運営

関連するSDGs
17の目標

予
算
科
目

会計

款

項

目

事業 分野別
計画

一般会計

街づくり分科会Α

7総合戦略の推進を下支えする体制　～行政サービス改革～

総合
戦略

事業名 物価高騰対策給付事業

所属 政策推進部 行政サービス向上室

条例
要件

検討
内容

給付については、公民連携にはなじまないと考える。

分類 Ⅰ類事業

02 総務費

総務管理費01

01 一般管理費

0132 物価高騰対策給付事業



３．事業費等

0.20

４．事業評価
(1)関連する施策KPI

(2)評価指標

目標値

５．総括

報償費

区分
令和3年度

会計年度任用職員(人・千円)

退職手当引当金繰入額

令和4年度 令和5年度
（決算） （決算） （決算）

事
業
費

他課等の協力分

人件費計（千円） b

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

内
訳

旅費

再任用職員(人・千円)

任期付職員(人・千円)

財
源
内
訳

348,753
13,064

292,734

654,551

545,025

109,526

1,690

国庫支出金

府支出金

市債

その他
 うち基金繰入金

一般財源

正 職 員 (人・千円)

109,526

人
件
費

内
訳

115

1,575

出典

マイナンバーカードの普及率
大東市DX推進基本計画
アクションプラン

令和4年9月 令和5年度

総務省
43％ 60％

656,241

KPIの名称 設定した計画名 計画策定時 目標値

総事業費 a+b

令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和5年度
％

目標 ―

区分
目標年次

単位指標名

公金受取口座の登録率

％
目標 ― ―

指
標
①

成果

基準日時点の対象者における給付（現金又はギフトカード）を完了したものの割合

― 60

60 実績 ― ― 50.6

指標の定義

現金又はギフトカード
給付率

100

100 実績 ― ―

指標の定義

97.9

本市人口に対する公金受取口座の登録者の割合

指標の定義

自己点検

事業の成果、課題、課題解決・目標達成に向けた取組みなど
物価高騰対策として、消費の下支えを通じて市民の生活を支援できた。また、国マイナポイン
ト事業及びマイナンバーカード普及促進事業を通じて、公金受取口座の登録促進を進めてきた
ところであるが、この公金受取口座を活用した迅速な給付も実現でき、市民にもその利便性を
実感してもらうことができた。

実績
指
標
③

目標

指
標
②

活動
令和5年度

扶助費

補償補填及び賠償金

その他

事業費計（千円） a
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